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令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について 

令和6年11月20日 

いじめ・不登校総合対策センター 

 令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果が10月31日に文

部科学省から公表され、本県の調査結果の概要は次のとおりでした。この結果を受け、不登校やいじ

め、暴力行為等、様々な困り感を抱えた児童生徒の理解に基づいた支援の充実を目指して次のような

取組を進めますので調査結果とともに報告します。 
 

１．令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について 

〇本県の状況（国公私立）及び全国（国公私立）との比較  ※表中の（ ）内の数字は令和４年度の数字を示す。 

（１）不登校                   ＜対象：国公私立小・中・高(全日制・定時制)＞ 

 
校 種 

不登校児童生徒数（人） １００人あたりの不登校児童生徒数（人） 
鳥取県 鳥取県 全国 

小学校 ６３４  (492) ２．２７  (1.74)  ２．１４(1.70) 
中学校 １，０２２  (877) ７．１９  (6.06)  ６．７１(5.98) 
高等学校 ２７９  (301) ２．０２  (2.14)  ２．３５(2.04) 

・鳥取県における不登校児童生徒数は小・中・高等学校とも過去 10年で最も高くなっており、引き続き個々の

要因・背景の分析を基に対応の徹底を図るとともに、効果的な取組を全県で進めていく。 

  ・鳥取県における 100人当たりの不登校児童生徒数（出現率）は小学校 2.27人、中学校で 7.19人、高等学校

2.02人で、高等学校以外は全国平均（小学校 2.14人、中学校 6.71人、高等学校 2.35人)を上回った。 

 

（２）いじめ         ＜対象：国公私立小・中・高(全日制・定時制・通信制)・特別支援学校＞ 

 
校 種 

認知件数（件） １，０００人あたりの認知件数（件） 
鳥取県 鳥取県 全国 

小学校 １，５９６ (1,321) ５７．２ (46.8) ９６．５  (89.1) 
中学校 ５４９  (434) ３８．６ (30.0) ３８．１  (34.3) 
高等学校 ５８   (54) ４．２  (3.8) ５．５  (4.9) 

特別支援学校 ２９   (42) ４０．９ (54.5) ２２．３ (20.7) 

・1000人当たりの認知件数は特別支援学校のみ令和４年度より減少しており、中学校・特別支援学校で全国の

1000人当たりの認知件数よりも上回った。 

 

（３）暴力行為              ＜対象：国公私立小・中・高(全日制・定時制・通信制)＞ 

 
校 種 

発生件数（件） １，０００人あたりの発生件数（件） 
鳥取県 鳥取県 全国 

小学校 ６０５  (484) ２１．７  (17.1) １１．５ (9.9) 
中学校 ４１６  (331) ２９．３  (22.9) １０．４ (9.2) 
高等学校   ５１   (37)   ３．６   (2.6) １．７ (1.3) 

・すべての校種において1,000人当たりの発生件数が全国平均を上回った。 
   小：21.7件（全国平均 11.5件）、中：29.3件（全国平均 10.4件）、高：3.6件（全国平均 1.7件） 

 

２ 調査結果の分析及び考察 

【不登校】 

・「教育の機会確保法」の趣旨の浸透、学校生活環境の変化、コロナ禍の影響で登校に対する意欲が低下した状

況等が不登校の増加につながったと考える。 

・不登校児童生徒の総数は増えているが、県独自調査より不登校児童生徒の登校に対する意欲的な行動や変容

が見られた。 

【いじめ・暴力行為】 

・新型コロナウイルス感染症の５類移行で、学校行事等がコロナ禍前に戻る中、学校生活の大きな変化及び児

童生徒同士の関わり合う機会が増加したことで起こるストレスが影響し、欠席日数の増加や暴力行為の増加

につながった。特に暴力行為については、繰り返す児童生徒が多く見られた。 

・学校生活の大きな変化は、発達に課題のあると思われる児童生徒にとって大きなストレスとなった。 

 

１ 



３ 現在の主な取組及び実績・成果等 
○学校の魅力アップ事業 
・県と市町村教育委員会とで行う「いじめ・不登校等対策連携会議」にスーパーバイザーを招聘し、各市町
村における不登校支援等の取組や課題を共有するとともに、研修を行った。 
⇒市町村教育委員会担当者の困り感を抱える児童生徒の要因・背景を見立てる力を向上させることにより、
学校への指導・助言に繋がった。 

・市町村が設定する課題に取り組む学校に市町村アドバイザーを派遣し校内研修等を行った。 
⇒課題に取り組む学校で新規不登校児童生徒数が、令和５年度は前年度に比べ 22人減少。 

〇校内サポート教室の設置（令和５年度：県内 10中学校） 
・通常の学級での学習等や集団での生活が困難となった生徒が自分のペースで安心して過ごし、支援を受け
ることができる特別の教室を開設した。 

 ⇒不登校生徒の教室復帰のみを目的としない居場所の確保（Ｒ４：35名、Ｒ５：54名利用） 
 ⇒校内サポート教室設置校で令和５年度は前年度に比べ新規不登校生徒数が26人減少 
 ⇒支援員との関わりにより希望する高校に進学することができるなど、好転する生徒が多かった。 

〇学校生活適応支援員の配置（令和５年度：県内18小学校） 
・不登校傾向の児童への家庭訪問による支援や児童の話し相手、家庭・地域と学校との連携の支援等を行っ
た。 
⇒学校の実態に応じた支援員の様々な活動により、登校につながったり、安心して過ごしたりできる児童
が増えた。 

〇子どもを支える学校外の支援者との連携体制の構築 
・県教育支援センターと市町村設置の教育支援センター・県内フリースクール・不登校親の会等との連携を
進め、不登校支援に係る情報をより多くの支援者・保護者に届ける研修会や情報交換会等の取組を行った。  
⇒合同連絡会を開催し、行動支援について理解を深めたり、支援の好事例等の情報共有及び意見交換等を
行った。（８月） 

〇いじめの未然防止や適切な初期対応につなげる取組 
・県内全校種の生徒指導担当教員等を対象として、「いじめの問題に対する保護者対応について」、「鳥取県い
じめ対応マニュアル『いじめの重大事態から学ぶ』改訂の趣旨等について」をテーマに悉皆によるいじめ
問題に関する行政説明会をオンデマンドで配信した。 

 ⇒各学校において、校内研修として全職員で視聴したり、職員会議で共有したりしたことで、教職員の理
解や意識の向上につなげた。 

〇保護者支援に関する取組 
・県内教育支援センター及びフリースクール等の支援者、教職員、保護者を対象に「子どもの育ちを支え 
るセミナー」を実施し、児童生徒の社会的自立に向けた支援の仕方、関わり方を学んだ。 

 ⇒「児童精神科からみた子どもへの接し方」をテーマに開催（11月） 
 
４ 今後の取組〔現在の取組に加えて〕（来年度当初予算編成の中で検討） 

〇学校における諸課題の未然防止と早期支援 
・包括的支援体制づくりスーパーバイザー派遣による学校の支援体制づくり、教職員の見立てる力の向上 
・小学校への校内サポート教室の設置 
・小学校へのスクールカウンセラーの重点配置 

〇不登校児童生徒等への支援 
・校内サポート教室（中学校）及び学校生活適応支援員（小学校）の充実 
・社会教育施設や地域人材を活用した不登校児童生徒の居場所支援、公民館等での学習支援 
・県教育支援センター機能を活用した支援 

→自宅学習支援事業の市町村への展開 
→出張ハートフルスペースによる要支援者への支援及び関係機関への繋ぎ 

〇いじめの未然防止や適切な初期対応につなげる取組 
  ・いじめ問題に関する行政説明会（悉皆）の継続実施 
 ・市町村教育委員会や県教育委員会事務局内の連携強化 

  ・いじめの未然防止を含む児童生徒の自己肯定感を高める取組 
 〇保護者支援に関する取組 

・困り感を抱える保護者への相談窓口の周知 
・学校教育ポータルサイトにおけるいじめや教育相談等に関する相談窓口の掲載及び周知 

〇児童生徒理解の推進に係る取組 
・一人一台端末を活用した「健康観察アプリ」による児童生徒の心の状況の把握の継続 
・全国学力・学習状況調査及びとっとり学力・学習状況調査の教育データの活用 
・特別支援教育の推進 
・教職員への研修（授業、学級経営、配慮が必要な児童生徒への関わり等） 

２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する 
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令和５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査 

結果における鳥取県の状況について（概要） 

 

 

１ 暴力行為の発生件数 

（１） 国公私立小・中・高等学校の合計は 1,072件、1,000人当たりの発生件数は 19.0

件で、前年度と比較すると 220件増加、1,000人当たりの発生件数は 4.1件上昇

した。1,000人当たりの発生件数は、全国平均の 8.7件を上回った。 

（２） 校種別に前年度と比較すると、小学校では 605件で 121件増加、中学校では 416

件で 85件増加、高等学校では 51件で 14件増加であった。 

（３） 前年度と比較して、発生件数及び 1,000 人当たりの発生件数ともすべての校種

で増加している。また、全国平均も上回っている。 

（４） どの校種においても「生徒間暴力」の割合が高い。 

 

２ いじめの認知件数 

（１） 国公私立小・中・高等学校・特別支援学校の合計は 2,232件、1,000人当たりの

認知件数は 39.1 件で、前年度と比較すると 381 件増加、1,000 人当たりの認知

件数も 7.1 件増加した。1,000 人当たりの認知件数は全国平均の 57.9 件を下回

った。（全国平均との差、R3:-17.1件、R4:-21.3件、R5:-18.8件）。 

（２） 校種別に前年度と比較すると、小学校では 1,596 件で 275 件の増加、中学校で

は 549件で 115件の増加、高等学校では 58件で 4件の増加、特別支援学校では

29 件で 13 件の減少であり、特別支援学校以外のすべての校種で増加している。 

（３） 「いじめが解消しているもの」の認知件数に対する割合は 82.9％で全国平均の

77.5％を上回っている。 

 

３ 不登校児童生徒数 

（１） 国公私立小・中・高等学校の合計は 1,935人で、前年度と比較すると 265人増加

している。 

（２） 校種別に前年度と比較すると、小学校では 634人で 142人増加、中学校では 1,022

人で 145 人増加、高等学校では 279 人で 22 人の減少だった。100 人当たりの出

現率は、小学校が 2.27 で 0.53 の上昇、中学校が 7.19 で 1.13 の上昇、高等学

校が 2.02で 0.12減少した。 

（３） 小・中学校の出現率の上昇を全国平均と比較すると、小学校では全国平均で前年

度から 0.44 の上昇に対し県で 0.53 の上昇、中学校では全国平均で前年度から

0.73の上昇に対し県で 1.13の上昇であり、中学校で全国平均より出現率の上昇

が大きくなっている。 
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４ 長期欠席 

（１） 国公私立小学校は 978人で、前年度と比較すると 118人増加、中学校は 1,274人

で 72人増加している。 

（２） 100人当たりの出現率は、小学校では 3.51（全国平均は 3.58）、中学校では 8.96

（全国平均は 8.54）である。 

 

５ 中途退学 

（１） 国公私立高等学校の合計は 161 人で、前年度と比較すると 22 人減少している。 

（２） 中途退学理由は、「進路変更」が 49.1％と最も高く、次いで「学校不適応」23.6％

である。 
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(1) 小学校 （件）
発生件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 309 10.7 6.8
令和2年度 465 16.2 6.5
令和3年度 490 17.2 7.7
令和4年度 484 17.1 9.9
令和5年度 605 21.7 11.5

(２) 中学校 （件）
発生件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 186 12.4 8.8
令和2年度 239 16.1 8.8
令和3年度 227 15.6 7.5
令和4年度 331 22.9 9.2
令和5年度 416 29.3 10.4

(３) 高等学校 （件）
発生件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 26 1.7 2.0
令和2年度 44 3.0 2.0
令和3年度 44 3.0 1.2
令和4年度 37 2.6 1.3
令和5年度 51 3.6 1.7

(４) 小中高合計 （件）
発生件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 521 8.8 6.1
令和2年度 748 12.8 5.1
令和3年度 761 13.2 6.0
令和4年度 852 14.9 7.5
令和5年度 1072 19.0 8.7

暴力行為 国公私立小・中・高等学校（全日制・定時制・通信制）における暴力行為の年次推移
（R１年度～R5年度）

区　分
１，０００人あたりの発生件数

区　分
１，０００人あたりの発生件数

区　分
１，０００人あたりの発生件数

区　分
１，０００人あたりの発生件数

・鳥取県における暴力行為の発生件数は、すべての校種に

おいて過去５年間で最多であった。

・１,０００人あたりの発生件数は、どの校種においても全国

平均を上回っている。
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令和５年度 暴力行為の状況について 
 

 ○ 鳥取県における暴力行為の発生件数（国公私立） 
 

 

 

 

 

 

 

【鳥取県の暴力行為発生件数の推移】（国公私立）                     

 

 

【項目別発生件数】（国公私立） 

 

・小学校では、暴力行為のすべての項目で、中学校では、生徒間暴力、器物損壊の２項目が増加した。 

・高等学校における暴力行為の発生件数は増加した。 

・積極的ないじめの認知に伴い、生徒同士の些細なトラブルの段階から生徒間暴力として報告されている 

ため発生件数が多くなっている。 

・同じ児童生徒が暴力行為を繰り返したりする傾向もある。 

【概 要】 

  ○小 学 校(Ｒ５)：発生件数は６０５件で、前年度（４８４件）より１２１件増加 

  ○中 学 校(Ｒ５)：発生件数は４１６件で、前年度（３３１件）より ８５件増加 

  ○高等学校(Ｒ５)：発生件数は ５１件で、前年度（ ３７件）より １４件増加 

（件）

）） 

小 309 465 490 484 605

中 186 239 227 331 416

高 26 44 44 37 51

計 521 748 761 852 1072

発生件数/千人 8.8 12.8 13.2 14.9 19.0

全国 発生件数/千人 6.1 5.1 6 7.5 8.7

R5R4

鳥
取
県

R3暴力行為（件） R1 R2
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(1) 小学校 （件）
認知件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 1611 55.6 75.8
令和2年度 1800 62.6 66.5
令和3年度 1363 47.7 79.9
令和4年度 1321 46.8 89.1
令和5年度 1596 57.2 96.5

(２) 中学校 （件）
認知件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 464 31.0 32.8
令和2年度 439 29.6 24.9
令和3年度 377 25.8 30.0
令和4年度 434 30.0 34.3
令和5年度 549 38.6 38.1

(３) 高等学校 （件）
認知件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 60 4.0 5.4
令和2年度 52 3.5 4.2
令和3年度 38 2.6 4.7
令和4年度 54 3.8 4.9
令和5年度 58 4.2 5.5

(４) 特別支援学校 （件）
認知件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 71 96.2 21.7
令和2年度 22 29.6 15.9
令和3年度 11 14.2 18.4
令和4年度 42 54.5 20.7
令和5年度 29 40.9 22.3

(５) 小中高特支合計 （件）
認知件数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 2206 36.9 46.5
令和2年度 2313 39.1 39.7
令和3年度 1789 30.6 47.7
令和4年度 1851 32.0 53.3
令和5年度 2232 39.1 57.9

いじめ 国公私立小・中・高等学校（全日制・定時制・通信制）・特別支援学校におけるいじめ
の認知件数等の年次推移（R1年度～R5年度）

区　分
１，０００人あたりの認知件数

区　分
１，０００人あたりの認知件数

区　分
１，０００人あたりの認知件数

区　分
１，０００人あたりの認知件数

区　分
１，０００人あたりの認知件数

・いじめの認知件数は、特別支援学校を除く、すべて校種で

増加した。

   

      

   

   

          

     

     

     

     

     

     

          

   

   

    

    

    

    

    

    

    

    

 

   

   

   

   

   

   

令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度 令和 年度

中学校
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１　いじめの現在の状況（国公私立）

２　いじめ発見のきっかけ（国公私立）

令和５年度いじめの状況について

Ｒ５いじめ発見のきっかけ（鳥取県）

Ｒ５いじめ発見のきっかけ（全国）

・鳥取県における「いじめの解消率（８２．９％）」は、昨年度と比べて７．３％高くなった。

・鳥取県における「いじめ発見のきっかけ」は、「アンケート調査などの学校の取組」によるものが、

昨年度同様に最も多かった。（昨年度３５．６％）

・本人からの訴え、当該児童生徒（本人）の保護者からの訴えによりいじめを発見するケースが
全国より多い。

・全国における「いじめ発見のきっかけ」は、昨年同様半数以上が「アンケート調査など学校の

取組」によるものである。

nishimuramanabu
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(1) 小学校 （人）
不登校児童数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 271 0.94 0.83
令和2年度 343 1.19 1.00
令和3年度 400 1.40 1.30
令和4年度 492 1.74 1.70
令和5年度 634 2.27 2.14

(２) 中学校 （人）
不登校生徒数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 554 3.70 3.94
令和2年度 555 3.75 4.09
令和3年度 653 4.48 5.00
令和4年度 877 6.06 5.98
令和5年度 1022 7.19 6.71

(３) 小中合計 （人）
不登校児童生徒数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 825 1.88 1.88
令和2年度 898 2.06 2.05
令和3年度 1053 2.44 2.57
令和4年度 1369 3.20 3.17
令和5年度 1656 3.93 3.72

(４) 高等学校 （人）
不登校生徒数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 217 1.47 1.58
令和2年度 238 1.64 1.39
令和3年度 283 1.98 1.69
令和4年度 301 2.14 2.04
令和5年度 279 2.02 2.35

(５) 小・中・高合計 （人）
不登校生徒数

鳥取県
（国公私立）

鳥取県
（国公私立）

全国
（国公私立）

令和元年度 1042 1.78 1.80
令和2年度 1136 1.95 1.89
令和3年度 1336 2.32 2.35
令和4年度 1670 2.94 2.89
令和5年度 1935 3.45 3.39

区　分
１００人あたりの不登校生徒数

不登校

区　分
１００人あたりの不登校生徒数

区　分
１００人あたりの不登校児童数

区　分
１００人あたりの不登校生徒数

区　分
１００人あたりの不登校児童生徒数

国公私立小・中・高等学校（全日制・定時制）における不登校児童生徒数等の年次推移
（R1年度～R5年度）

・鳥取県における不登校出現率は小、中学校において

平成２１年度以降過去最高である。
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病気 経済的理由 不登校 その他 新型コロナ感染回避

令和３年度 105 0 400 99 17 621 2.17

令和４年度 138 0 492 188 42 860 3.04

令和５年度 201 0 634 143 978 3.51

令和３年度 175 0 653 79 9 916 6.28

令和４年度 198 0 877 105 22 1202 8.30

令和５年度 198 0 1022 54 1274 8.96

令和３年度 22,307 7 81,498 34,100 42,963 180,875 2.89

令和４年度 31,955 16 105,112 43,438 16,155 196,676 3.17

令和５年度 57,905 17 130,370 29,946 218,238 3.58

令和３年度 34,652 12 163,442 18,416 16,353 232,875 7.13

令和４年度 43,642 20 193,936 18,869 7,505 263,972 8.13

令和５年度 47,933 17 216,112 11,140 275,202 8.54

【不登校の欠席日数別の割合】

※長期欠席とは、「病気」・「経済的理由」・「不登校」・「その他」のすべての欠席を指している。

鳥取県
小学校

鳥取県
中学校

全国
小学校

全国
中学校

長期欠席

※上記のグラフの「欠席日数が９０日以上」の児童生徒数の割合は、全欠席の児童生徒数の割合を含めない。

区分 年度
長期欠席
総数（人）

出現率
内訳

nishimuramanabu
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鳥取県高等学校中途退学者数についての分析 

 

（１）鳥取県国公私立高等学校中途退学者数の経年推移 

 

  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５  

本県中途退学者数 186 128 119 183 161 （人） 

本県中途退学率 1.2 0.9 0.8 1.3 1.1 （％） 

全国中途退学率 1.3 1.1 1.2 1.4 1.5 （％） 

 

                                                                                                 

 

 

 

○ 本県中途退学率は、令和４年度に０.５ポイント増加したものの、令和５年度は、０.２ポイント減少し

た。全国中途退学率は令和２年度以降、増加傾向となっている。全国中途退学者率と比較すると、本県

中途退学率は、増減の様子は異なるものの各年度の中途退学率は０.１～０.４ポイント下回っている。 
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（２）鳥取県国公私立高等学校中途退学理由の経年推移 

      （％） 

  Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 
Ｒ５全

国 

学業不振 0.0  1.6  5.0  2.2  1.9  6.8  

学校不適応 37.6  31.3  39.5  30.6  23.6  34.2  

進路変更 39.2  44.5  28.6  33.9  49.1  41.3  

病気等 1.1  2.3  3.4  8.7  6.8  4.3  

経済的理由 0.5  0.0  1.7  1.6  0.6  1.2  

家庭事情 4.3  4.7  2.5  3.3  3.7  2.9  

問題行動 16.1  4.7  5.0  10.4  4.3  3.3  

その他 1.1  10.9  14.3  9.3  9.9  6.1  

 

※Ｒ５全国：国公私立高等学校  

 

○ 中途退学理由として、例年「学校不適応」「進路変更」の割合が他に比べ大きいが、「学校不適応」は、Ｒ３

年より減少傾向にある。 
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参考

①　いじめ被害の情報や相談があった ⑧　親子の関わり方に関する問題の情報や相談があった

②　いじめを除く友人関係をめぐる相談があった ⑨　生活リズムの不調に関する相談があった

③　教職員との関係をめぐる問題の情報や相談があった ⑩　あそび、非行に関する情報や相談があった

④　学業の不振や頻繁な宿題の未提出が見られた ⑪　学校生活に対してやる気が出ない等の相談があった

⑤　学校のきまり等に関する相談があった ⑫　不安・抑うつの相談があった

⑥　転編入学、進級時の不適応による相談があった ⑬　障がい(疑いを含む)に起因する特別な教育的支援の求めや

⑦　家庭生活の変化に関する情報や相談があった 　　 相談があった

⑭　個別の配慮(⑬以外)についての求めや相談があった

令和５年度 県独自調査による集計結果について

いじめ・不登校総合対策センター

調査年度：令和５年度
調査対象：鳥取県公立学校（※高等学校、特別支援学校は「いじめ」のみ）

１　令和５年度不登校児童生徒の状況について（公立のみ）

（１）学年別不登校児童生徒数の推移　（県独自調査より）                                           　      （単位：人）

（２）不登校が継続している（していた）理由　（県独自調査より）

（３）不登校児童生徒について把握した事実について　＜複数回答可＞　　（県独自調査より）

（注）上のグラフの丸付き数字の内容

・小学校・中学校ともに、「学校に対してやる気が出ない等の相談があった」、「不安・抑うつの相談があった」の

項目が多いことから、児童生徒が不安等を感じたりする要因、背景を見取り、児童生徒理解に基づいた早期支援

を行う必要がある。

小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 小合計 中１ 中２ 中３ 中合計

R3 16 37 35 73 108 131 400 175 238 218 631

R4 25 40 57 85 121 164 492 252 282 308 842

R5 34 72 85 102 143 197 633 280 387 309 976
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（５）相談・指導等を受けた学校内外の機関等について　（県独自調査より）

※１　「関係機関等の専門的な相談・指導」は、教育支援センター、児童相談所、病院、養護教諭、スクールカウンセラー等の
　　　相談員等の相談・指導を指している。

※２　「教職員からの継続的な相談・指導」は、「関係機関等の専門的な相談・指導」を受けていない者のうち、教職員により
　　　週に１回程度以上、家庭訪問や電話等により当該児童生徒本人への相談や指導等を行うことを指している。

（４）生活の様子について　（県独自調査より）

（６）不登校児童生徒の状況の変容について　（県独自調査より）

・小学校、中学校ともに 「学校で過ごしている」の割合が、前年度と比べて大きく増加している。

【前年度比 小学校：10.4％増加 中学校：6.6％増加 】

・「関係機関等の専門的な相談・指導を受けた」の割合が全国と比べて、 3.8 ％高い。

・昨年度に引き続き、小学校、中学校ともに「継続的に登校し、教室に入り通常の学習ができる」の割合が

増加している。【小学校：8.1％増加 中学校：1.9％増加 】

・小学校、中学校ともに『登校』に関する６項目の数値の合計が昨年度と比べて増加 【小学校：5.8％増加

中学校：3.1％増加 】していることから、不登校児童生徒の登校に対する意欲的な行動や変容が見られる

ことが分かる。

【鳥取県】 【全国】
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（１） いじめの認知

・特別支援学校を除くすべての校種で前年度と比べ認知件数が増加した。

・学年別でみると、小学４年と中学１年の学年集団で認知件数が大幅に増加した。

　①小学４年【R5：358件、R4(小学3年時)218件　⇒　140件増加　】

　②中学１年【R5：290件、R4(小学6年時)160件　⇒　130件増加　】

【学校におけるいじめの認知状況】（県独自調査より）

いじめの認知件数の推移（R1-R5）【単位：件】

鳥取県（公立） R１ R２ R３ R４ R５

小学校 1467 1677 1243 1209 1,467

中学校 438 414 361 390 510

高等学校 45 32 27 42 49

特別支援学校 70 22 10 42 27

計 2020 2145 1641 1683 2,053

認知件数/千人 22.6 39.5 30.6 31.8 39.5

【いじめの認知の割合】（県独自調査より）

【学年別いじめの認知件数】（県独自調査より）

　※特別支援学校の

　　児童生徒数を含む

　　　　　　　　　　　　　　　　

　２　令和５年度いじめの状況について（公立のみ）
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（２）いじめ発見のきっかけ（県独自調査より）

　

　

（３）いじめ発見の現在の状況（県独自調査より）　　※「現在」とは年度末を示す

【円グラフにおける数字の内容】

　① 学級担任が発見した　② 学級担任以外の教職員が発見した　③ 養護教諭が発見した

　④ スクールカウンセラー等の相談員が発見した　⑤ アンケート調査などの取組により発見した

　⑥ 本人からの訴え　⑦ 当該児童生徒（本人）の保護者からの訴え

　⑧ 児童生徒（本人を除く）からの情報　⑨ 保護者（本人の保護者を除く）からの情報

　⑩ 地域の住民からの情報　⑪ 学校以外の関係機関（相談機関を含む）からの情報

　⑫ その他（匿名による投書など）

・小学校では、「アンケート調査などの取組により発見した」の割合が大幅に増加した。

・中学校では、昨年度に引き続き「本人の訴えによる」の割合が増加した。
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